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市町村公営水道と都市専門官僚制

宇　野　 二　朗

はじめに

　第二次世界大戦の最中であった1943年、東京都制の成立により東
京都水道局は誕生した。それは、東京市水道局をほぼそのまま引き
継いだものであり、それ以下のものでもそれ以上のものでもなかっ
た。本稿では、戦後東京都水道局の政策や事業運営の展開を検討す
るための準備作業として、まず、その前身である東京市水道局の政
策・事業運営の展開とそれを支える思考習慣や論理を検討し、さら
に、そうした思考習慣や論理を定着させた要因として、専門官僚制
の確立についてみていくことにしたい。
　ところで、明治23年に制定された水道条例が、日本の水道制度の
起点と考えられている（水道制度百年史編集委員会 1990：序）。
この水道条例は、制定当初、「水道ハ市町村其公費ヲ以テスルニ非
サレハ之ヲ布設スルコトヲ得ス」（第２条）と、水道の布設を市町
村がその公費で行うことに限ったため、その後の規制緩和にも関わ
らず、水道の布設は、市町村を中心に行われることとなった。東京
市域において東京市水道局が水道事業を担ったのは、こうした規定
ゆえであった。
　この水道条例制定に至る過程をみるならば（日本水道協会 1967： 

はじめに
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351-363）、その背後には、水道条例案を主導した内務省衛生局に
よる公衆衛生の論理と、法制局が依って立つ地方自治制の論理と
の対立がみられた（三川 1936; 日本水道協会 1967; 鈴木 1982; 高寄 
2003; 小石川 2009b）。水道条例が最終的に市町村限定の原則を採
用したことには、その成立に先立って市制町村制（明治21年公布）
が成立していたことが重要な意味をもったことがわかる（水道協
会 1940：24; 鈴木 1982; 高寄 2003：21）。
　水道条例の制定に至る過程における重要な転機として、まず、
「水道敷設ノ目的ヲ一定スルノ件」と題する建議の提出が挙げられ
る。明治時代初期に、たびたびコレラが流行したことへの対応とし
て、明治20年６月、この建議は、内務省県治局長と衛生局長の連名
で閣議に提出された（小石川 2009a：125）（1）。この建議は、私営水
道会社の利潤追求傾向や欧米諸国での失敗を指摘して、「地方政
府」が「地方税の経済」により水道敷設を進めることを望ましいと
する一方で、私営を例外として認めた上で、それを規制する方針を
打ち出していた（水道協会 1940：5-6）。
　この建議に関する先行研究の指摘の中で、次の二点が重要であろ
う。
　第一に、この時点では、法人格をもつ市町村は制度として存在を
しなかったため、ここでいう「地方政府」は地方庁を意味し、そ
れゆえ、ここで原則とされたのは、あくまでも官営（地方行政長
官営）水道事業であったという点だ（三上 1936）。内務省衛生局
は、当初から市町村公営を意図していたわけではない。
　第二に、この「水道敷設ノ目的ヲ一定ニスルノ件」は、確かに公
営原則を明確にしたものではあるが、私営も許容したものであると

（１）本文は、水道協会編（1940：5-6）に掲載されたものを参照した。なお、水道協会の編集に
よる各種資料（水道協会 1940; 日本水道協会 1967）では、この文書は「閣議決定」された
こととなっているが、御厨（1984）は、これを未決とし、小石川（2009a）もその説を採用した。
ここでは、その提出者である内務省衛生局の論理を明らかにすることを目的としているた
めに、それが閣議決定されたかどうかについては深く立ち入らない。
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いう点である（竹中 1939：208-210; 高寄 2003：92; 小石川 2009a：
127-129）。この建議の目的は、「あくまで衛生環境の向上を目指
したもの」（小石川 2009a：128）であり、内務省衛生局の方針
は、「公営」を原則としながらも、たとえ私営によってでも早期の
普及促進を目指すという「普及第一主義」（水道協会 1940：24）
であった。事実、内務省衛生局は、私営水道会社を規制する法制度
を整備するため、明治20年11月には、「市街私設水道条例案閣議
ニ提出ノ件」を提出し、翌明治21年5月には、内務大臣の諮問機関
である中央衛生会に諮詢するなど、その検討を進めていた（竹中 
1939：208-210; 小石川 2009a：127-135）。
　しかし、それとほぼ同時期に、先行して、市制町村制（明治21年
制定）が成立していたことで、内務省衛生局が描いていた水道制度
は、そのまま実現することはなかった（竹中 1939; 水道協会 1940; 
鈴木 1982; 小石川 2009b）。内務省衛生局は、市制町村制が成立し
たことに合わせて、先の私設水道条例案を修正し、内務省の監督の
下で私営を認めるが市町村公営を原則とするという内容で「水道条
例案」を起草したが、市制町村制等との重複から特別の立法の必要
性を認めない法制局と対立することになった。この過程で、法制局
は対案として「水道衛生条例案」を示し、その中で、この条例を水道
の衛生問題に限定し、また、水道の敷設を市町村に限ろうとした。
　これに対して、内務省衛生局は、技術的監督を担保する仕組みが
十分でない中で、すでに水道建設が進み始めている当時の状況か
ら、私営を例外として認める当初の方針を変更し、法制局との妥協
に踏み出さざるを得なかった。最終的には、元老院での修正を経
て、水道の建設を市町村に限定する水道条例第２条に至った（日本
水道協会 1967：362）。
　もっとも、この市町村公営原則は、まもなく緩和されることとな
る（日本水道協会 1967：363-373）。明治44年３月28日、水道条例
は、市町村公営に限定される規定から、一定の条件を満たす場合に
は市町村以外の者にも水道敷設を許可することができるように改正
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され（第１次改正）（2）、さらに、大正２年４月８日、市町村以外の
者に水道敷設を認可する条件を緩和するように、水道条例は再び改
正された（第２次改正）（3）。これらの改正を受けて、玉川水道株式
会社による玉川水道（大正８年11月竣工）、野田醤油株式会社によ
る野田水道（大正12年３月竣工）などの私営水道が敷設されるよう
になった。さらに、市町村以外の水道事業者、特に府県営や市町村
組合営もみられるようになった（4）。こうした府県営水道事業の発
展は、当初、主に町村に水道敷設の財政負担力がないことを補完す
る意味をもっていた点に留意する必要があるだろう（神奈川県企業
庁 1994：5-7）（5）。とはいえ、このように例外はみられるが、水道
創設の頃から、水道事業の建設や運営には主に市町村があたってき
た。
　このように、内務省衛生局は、公衆衛生の確保を第一とする水道
制度の論理を組み立てた。コレラ予防のため、当初から水道建設に
意欲を持っていた内務省衛生局は、これを専ら公衆衛生の問題とし
て捉え、公営を原則としつつも、私営水道事業を例外的に認めるこ
とで、水道の早期普及を目指していた。もちろん、衛生局が準備し
た私設水道条例案に典型的にみられたように、適正な布設が確保さ
れるように給水会社を内務大臣の監督の下に置くとともに、条例中
にも給水に関する技術規定を置くことが企図されていた。早期普
及とともに、それが、技術的に適正に行われることにも重きが置か
れていたことがわかる。こうした論理は、法制局との協議が難航す

(2) 「土地開発ノ為メ町村内ニ水道ヲ布設スル必要アル場合ニ限リ当該町村其資力ニ堪ヘ
ザルトキハ、元資償却ヲ目途トスル市町村以外ノ企業者ニ之ヲ許可スルコトアルヘシ」とい
う但し書きが付け加えられた（日本水道協会 1967 : 364）。

(3) 明治44年の但し書きが、「当該市町村ニ於テ其資力ニ堪ヘサルトキハ、市町村以外ノ企
業者ニ水道ノ布設ヲ許可スルコトアルヘシ」と修正された（日本水道協会 1967：365）。

(4) 当時、この府県営水道事業は、市町村に準じるものとされるのではなく、市町村以外の企
業者として私営水道と同様に扱われるていた（日本水道協会 1967：2 58）。

(5) 神奈川県を初めとした府県営水道の創設過程については、松本（2013：489-495）が詳し
い。
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る中で、「私営水道に関わる条規を後回しにしてでも、相次ぐ市町
村による水道事業開始に対する規制監督を図る現実的必要性」か
ら衛生局側が妥協せざるを得なかったことからもわかる（小石川　  
2009b：88）。
　一方、法制局は、水道事業の主体を市町村公営に限定する制度の
論理を組み立てた。小石川（2009b：90）は、法制局と内務省衛生
局との論争には、「水道に関する管轄権を問題にした、セクショ
ナリズム的対立が背景にあった」と推察した。確かに、そうした推
察は可能だろう。しかし、組織間対立を強調する見方では、法制局
が、内務省衛生局との論争において、いかなる論理に依拠していた
のかを知ることはできない。
　これに対して、鈴木（1983）は、当時の地方自治制の論理に注目
し、法制局のスタンスを説明しようとした。彼女の推察によれば、
法制局は、水道事業を市制町村制の枠組みの中に取り込み、これを
統制していくため、私営も、また、官の行政主体たる府県営をも水道
事業の主体から除外し、市町村に限定することを目指した（鈴木　
1983：217-219）。そもそも、市制町村制によって創りだされた市
町村は、公共福祉のための経済的事業や社会的施設の管理を本来の
使命とするように構想されたことから、それが水道事業に相応しい
主体と考えられたからである（鈴木 1983：219）。
　こうした見方は、水道条例発布50周年を記念して水道協会が編集
した『水道条例発布関係史料』にもみられる。すなわち、法制局と
内務省衛生局との妥協案をにも関わらず、法制局の意向をくみ取る
形で再修正した元老院の態度について述べる中で（６）、「当時は左
様に地方制度の確立拡充が急務であり、水道条例は市制・町村制の

(６)　事業主体を規定する第2条をめぐって、「限定」主義を採用する法制局と、私営を許容
したい内務省衛生局との妥協から、閣議には、水道を市町村が「布設経理スヘキ」と私営
水道をも許容しうるかに読めるものへと修正の上で提出されたが、元老院は、これを「水道
ハ市町村其公費ヲ以テスルニ非サレハ之ヲ布設スルコトヲ得ス」と再修正し、市町村公営
限定を確定させた（水道協会 1940：24）。
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附属法としての側面から自治制発達に重大な役務を課せられていた
ことを思わしめる」と、「自治制発達」のために水道事業をその中
に取り込むという論理の存在を示唆した（水道協会 1940：24）。
　水道条例制定をめぐる内務省衛生局と法制局との論争をこのよう
に捉えるならば、市町村公営原則は、確固たる衛生技術によって公
衆衛生を確保しようとする論理と、公共的事業団体としての市町村
を確立しようとする地方自治制の論理との対立と協調の中で形成さ
れてきたということになるだろう。
　では、水道条例という全国的な法制度のレベルでみられたこうし
た二つの論理の対立と協調は、そうした法制度の利用者ともいえ
る、各市町村の事業運営において、いったいどのような発展をみせ
たのだろうか。
　東京市に目を転じてみよう。東京市域では、ここまでにみた水道
条例制定の検討とほぼ同時期に、コレラ等の水系感染症予防という
公衆衛生問題に対する解決策として内務省衛生局によって水道改良
が取り上げられていた。東京市水道事業の起点となったのは、明治
期の首都計画といえる市区改正計画の市区改正委員会案に、明治23
年に追加された水道改良計画である。その内容や過程に関する先行
研究（藤森 1982; 御厨 1984; 中嶋 2010）によれば、それは、公衆
衛生を目的としていたがゆえに、「市民の共同利益」と認識される
ようになり、当時の地方自治組織であった東京府会の関心を惹きつ
け、首都計画である東京市区改正計画に追加される形で実現に至っ
た。そこで、次に、この東京市における水道創設の論理を、先行研
究によりながらみてくことにしたい。
　江戸時代から木樋を用いた旧式の水道が敷設されていた東京で、
鉄管を用いた近代的な水道施設の整備（改良水道の整備）が議論と
なったきっかけは、コレラに代表される水系感染症の流行であっ

(7) 東京都水道局（1952：114-118）では、江戸時代以来の玉川上水が飲用水として問題と
なった原因として、「上流における水の汚穢」と「水道の樋管が木管であったための腐朽」
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た（7）。
　旧式水道である玉川・神田上水の水質に問題がないことは、すで
に、明治7年に東京府が文部省に依頼して行った玉川・神田両上水
の水質分析からも、また、明治10年に内務省衛生局に依頼して行っ
た神田上水の水質検査などからも明らかにされていた（東京都水道
局 1952：121-122）。問題は、腐食しやすい木樋による配水、すな
わち、腐食した木樋から汚水が混入してしまうことにあった。この
ため、木樋を鉄管に改良することが議論されるようになったが、こ
れに拍車をかけたのが、東京15区と郡部で12,171名の患者と9,879名
の死者を出した、明治19年のコレラ流行であったといわれる（東京
都水道局 1952：124-126; 藤森 1982）。
　近代水道の敷設に向けた動きは早くからあったが（８）、それが実
現したのは、市区改正委員会による首都計画の枠組みにおいて、内
務省－東京府と東京府会との連携が実現することによってであっ
た（９）。以下、主に中嶋（2010）の要諦をまとめてみよう。
　中嶋（2010：第二部第一章）は、改良水道計画の決定以前の東京
府会を、第一に、東京府による近代化政策に対する社会的合意を形
成することが期待されている一方で、それに対する都市住民の不満
を代表する対抗勢力の結集点となりかねない性格を有し、第二に、
民衆の代表という自意識は有していたが、財産資格による制限選挙
で選出された議会であることから、有産者の利害を代表していた、
と把握した上で、市区改正計画をめぐり東京府会が内務省－東京府
と妥協していく過程を描いている。水道改良計画は、その妥協の鍵
であった。

という点が挙げられている。なお、近代水道創設前夜の様子は、堀越（1981：69-79）に詳し
い。

(８) 東京都水道局（1952：114-121）では、ファン・ドールン（オランダ国工師）による東京改良意
見書（明治7年）とそれに基づく設計書（明治8年）、東京府水道改正委員による「府下水
道改設之概略」（明治10年）とそれに基づく設計書（明治13年）に触れている。

(９) 東京都水道局（1999：8）も、「改良水道が具体化されるのは、明治21（1888）年内務省に
市区改正委員会が設置されてからである」としている。
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　当初、東京府会は、地方税削減をめざす観点から、東京府が推進
しようとした都市近代化政策に反対していた。東京府知事は、それ
ゆえ、計画策定や財源問題に関して、東京府会を迂回することを
試みたが、入府税導入に対する大蔵省の反対からうまくいかず、
また、後に臨時建築局の官庁・議事堂建設計画の競合とするに至っ
た。その後、条約改正交渉が明治20年７月に挫折すると臨時建築局
の影響力は低下したが（藤森 1982; 御厨 1984）、大蔵省との財源
問題をめぐる対立は解消せず、内務省－東京府は、地方税や東京府
区部会の共有金の支出に権限をもつ、東京府会との妥協を必要とす
るようになった。市区改正計画に反対するスタンスをとる東京府会
は、他方で、「神田多摩川両上水ヲ地方税支弁トセラレンコトヲ望
ムノ建議」を可決し（明治18年４月18日）、水道事業への関与を求
め、新聞世論もそれに応じた。さらに明治19年夏のコレラ流行が、
上下水道の改良を市区改正の要点とし、また、水道改良のためにも
市区改正を促進すべきとの世論を喚起し、さらに、内務省衛生局も
水道改良実施の建議書を提出するなど水道改良キャンペーンを実施
した（中嶋 2010：216-223）。
　市区改正計画と水道改良に関するこの時期の新聞世論の特徴は、
次のように要約された。

「立憲改進党系を中心とした新聞ジャーナリストたちがイニシ
アチブを掌握していた東京の公共圏においては、公共圏におい
ては、公共圏を除外して推し進めようとした内務省－東京府の
市区改正計画に対して、そもそも消極的であった。しかし、す
べての都市近代化事業に消極的であったわけではない。東京の
都市民衆全体の共同利益となる水道改良事業については、むし
ろ積極的に提言している。そして、この水道改良事業を推し進
めようとすることが、一方では市区改正計画に対する利害関心
を生んだのである。」（中嶋 2010：227）



市町村公営水道と都市専門官僚制（宇野）

— 31 —

　以上にみたように、東京市の水道改良は、国家的な首都計画に対
抗する形で現れ、実現に向かった（御厨 1984）。その際、国家的
な公益の実現を目指す内務省－東京府に対して、民選議員側の東京
府会が主導権を握るようになっていく過程で、水道改良が市民共通
の利益として認識されるようになっていったことが明らかにされて
いたといえるだろう。草創期の東京市水道事業は、公衆衛生の確保
を市民共通の利益と捉えることと、それを民選の議事機構が主導し
たことによって特徴づけられるのだ。
　中嶋（2010：242-290）は、さらに、この水道創設工事を実施し
ていく中で、国家行政機構である内務省－東京府から、地方自治機
構である市会－市参事会へと主導権が移っていくことも明らかにし
ている。そして、それは、明治31年の市制特例の廃止によって東京
市に独自の行政機構が設立されることで決定的になったという。
　しかし、彼の研究は、この市制特例廃止までの期間を研究対象と
しており、東京市の創設水道の全面的な完成（明治44年）を見届け
てはいない。当然、その後の東京市水道事業の事業運営の展開も、
その研究対象期間には含まれていない。それゆえ、公共的事業団体
と位置づけられる市町村としての東京市が、創設水道の建設完了後
に、どのような論理に基づいて水道事業を運営し、その結果とし
て、その水道システムをどのように発展させていったのかについて
は、十分に明らかにしていないのである。
　以上にみた先行研究の成果と課題を踏まえて、本稿では、確固た
る技術によって公衆衛生を確保しようする技術者の論理と地方自治
制の論理との競合や結合といった視座から、水道創設期に続く、水
道の発展期の政策や事業運営の展開をみていきたい。具体的には、
次節では、昭和初期から第二次世界大戦後にかけて計画・実施され
た、東京市の第二水道拡張計画を題材に、東京市水道事業の政策や
事業運営の展開とその背後にある論理を検討する。



札幌法学 26 巻 1・2 合併号（2015）

— 32 —

1　建設投資政策の展開－第二水道拡張計画の策定と実施

1.1　都市の成長と水道拡張
　市区改正委員会で上水改良設計を行う議決が行われた後に、「東
京市区上水設計第二報告書」が作成された。この報告書は、多摩川
を源流とする玉川上水の水量が人口100万人に対して十分であり、
また、水質も優れていることから、首都の給水の源として最適であ
る、と結論づけていた（中島工学博士記念事業会 1927：273）。つ
まり、実際の設計・工事に元となったこの報告書では、江戸時代か
ら用いられていた玉川上水の水道水質には問題がなく、それが、濾
過装置を備えた浄水施設を経て、密閉された鉄管によって給水され
るのであれば、水系感染症への対策をはじめとする水質に起因する
問題は解決される見込みを示した。それゆえ、近代水道による給水
区域の拡大に伴い旧式水道である神田上水と千川上水は順次廃止さ
れ、それと並行して、明治44年に創設水道が全面的に完成すると、
東京市では、水質問題、つまり水道の公衆衛生面での問題は一定の
解決をみることとなった。
　ところが、明治44年の創設水道の完成を待たずに、水道需要は、
計画された水量を超え、それへの対応が求められるようになってい
た。表1は、創設水道が完成してから大正末期までの主な拡張事業
と施設能力の変遷をまとめたのものである。この表から、水道需要
の増加に対して施設能力の増強が追いつかず、そのため、近代水道
の創設直後から、常に拡張事業に追われる様子がわかるだろう。
　具体的にみてみよう。東京の「創設水道」は明治31年に一部通水
したが、その時の施設能力は17.0万m3であり、明治44年の竣工時の
計画給水量は一日あたり約22.3万m3とされていた（10）。しかし、そ
の完成を目前にした明治42年の時点での給水見込みは、明治44年

(10) なお、平成23年度末の東京都水道局の施設能力は686万m3／日、水源量は630万m3

／日である。
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には最大給水量が一日あたり24.8万m3になるであろうというもので
あり、完成を待たずして水量不足が心配されていた（藤田　1991：
２）。このため、竣工のわずか２年後の大正２年には、さっそく
第一次水道拡張事業が着手されることとなった。これは、既存施
設と合わせて施設能力を一日あたり約48.1万m3へと増強しようと
する計画であった。この第一次水道拡張事業は、着工後に起こっ
た第一次世界大戦や関東大震災によって大幅な工期変更を余儀なく
され、そのすべてが完成したのは、ようやく昭和11年のことであっ
た。完成までに24年間を要したことになる（東京都水道局 1952：
168-214）。
　しかも、第一次水道拡張工事が終了を控えた昭和７年には、東京
市の市域拡大（「大東京」）が実現し、給水区域も拡大することと
なった。旧市域のみを給水区域としていた東京市水道局は、市域拡
大後、新市域の町村営や組合営の水道を引き継ぎ、また、その後、
新市域内に存在した３つの民営水道を順次買収していった。こうし
た事業統合に伴い、昭和10年時点で、その施設能力は１日あたり
約85.6万m3まで増加していたが、この時点での1日最大配水量は約
108.3万m3とそれを大きく上回り、また、1日平均配水量も約91.9

表 1　給水能力の拡張（創設から昭和 20年まで）

注 1：明治 32 年度の数値である。
出典：東京都水道局（1999c：28-30）に基づき作成

拡　張　事　業　等 増強年度 給水能力
（万m3/ 日）

配水量
一日最大

（万m3/ 日）
一日平均

（万m3/ 日）
創設水道 明治31年 17.0 3.3 1.1 （注１）

淀橋浄水場施設増強 明治43年 24.0 22.8 15.6
第一次水道拡張事業第１期工事 大正12年 38.0 36.5 28.9
水道復興促成工事 昭和３年 42.0 45.9 38.2
第一次水道拡張事業第 2期工事 /市域拡張 昭和 7年 66.2 66.5 51.2
玉川水道買収 昭和 9年 76.6 89.8 71.0
江戸川水道拡張 昭和10年 85.6 108.3 83.9
矢口水道買収 昭和11年 86.9 118.1 91.9
応急拡張 昭和16年 93.2 126.9 107.3
応急拡張 昭和17年 100.5 140.4 140.4
日本水道買収 昭和20年 101.9 121.9 107.7
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万m3とそれを上回っていた。給水能力不足は誰がみても明らかで
あった。
　また、このとき、東京市水道事業は、その水源を多摩川水系に強
く依存し、脆弱であった。当時の水源には、大別して、都心部の
西側に位置する多摩川水系と、東側に位置する江戸川水系とがあ
り、その水量の割合は、概ね前者７に対して後者１の割合であっ
た（11）。しかも、当時の東京市の水道システムでは、配水上の水圧
の関係から、境界での多少の融通を除き、両水系の間で相互に融通
することができず、多摩川水系の東部地区と江戸川水系の西部地区
とで、供給できる水量に偏りがみられていた（小野 1973）。
　このように、東京市では、近代水道の完成直後から、水道需要量
に施設能力が追いつかず、施設拡張を重ねてきていた。しかし、施
設拡張のための水源は多摩川水系に強く依存し、その多元化は進ん
でいなかった。こうした状況であったことを考えると、多摩川水系
を大渇水が襲った昭和15年に、終に断水状態に陥り時間給水を余儀
なくされたのは、決して偶然ではなかった（東京都水道局　1999a：
154-157; 佐藤 1960：296-304）。この年は、前年から降雨量が少な
く、ついに６月３日、玉川浄水場系統の城南地区で１日１回、約１
時間程度の時間給水が実施されると、８月15日に給水制限が解除さ
れるまでの約70日間にわたり、江戸川系統を除く他の市域でも時間
給水が行われるに至った（東京都水道局 1999a：154-155）。この
ときすでに、東京市水道局によって、現在の東京23区域のほぼ全域
を給水区域に、およそ628万人の市民に対して給水が行われるよう
になっていた（東京都水道局 1999c：30）。それゆえ、この時間給
水の影響は、市民のほぼ全体に及ぶようになっていた。

(11) 昭和8年時点での数値である（小野 1973）。なお、この時点で、区部の人口は、昭和30年
に、大合併前の旧市部の人口が270万で飽和に達し、新市部の人口が400万人となり、合
計で670万人に達すると推計されていた。これに対する総需要水量は、132万m3／日と見
込まれていた。
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1.2　第二水道拡張計画の概要
　まず、第二水道拡張計画の概要を整理しておきたい。この第二水
道拡張計画は、小河内ダムの築造を主要な内容としている。第二水
道拡張計画を要請した水量確保の問題に対して、小河内ダムの築造
がどの程度の効果をもつものと想定されていたのか、という点を中
心に、この計画の概要をまとめよう。
　第一に、この拡張計画が実現することで、当面の水道需要は満た
される見込みであった。設計当時の昭和6年、「大東京」の実現以
前の旧市域及び隣接４町を区域として、一日最大配水量は約53万
m3であった（東京都 1999c：30）。この拡張計画では、その区域の
飽和人口を約291万人、そのときの一日最大配水量を約90.6万m3と
想定し、既設の給水能力約48万m3との差分である約42.5万m3を拡
張しようとする設計であった（佐藤 1960：248-251）。つまり既設
給水能力をほぼ倍増する計画であり、少なくとも、「大東京」実現
前の区域に対しては、安定給水が可能となる計画であったといえよ
う。とはいえ、第二水道拡張計画の策定時には、すでに「大東京」
が現実のものとなりつつあったため、この第二水道拡張計画によっ
て完全なる解決が得られると見込まれていたわけではなく、その設
計後も、さらなる水源探索が続けられた。
　第二に、第二水道拡張計画の水源は、東京府域外に求められたわ
けではなく、あくまでも、東京府内を流れる多摩川に求められた。
もっとも、多摩川は、すでに水源としてかなりの程度利用されてい
たことから、そこからさらに原水を得るには、大規模なダムが必要
であった。そこで、まず、上流部の小河内村に多摩川本流をせき止
めてダムを設けて流量を調節し、これによって得られた流量を拡張
の原水にあてることとした。次に、その原水を多摩川へ放流後、
約36km下流の羽村取入口で取水し、村山・山口の両貯水池を経由
し、東村山に新設する浄水場で浄水した上で、市内に導水すること
とした（佐藤 1960：249; 東京都水道局 1952：225-226）。
　第三に、拡張事業の根幹となる小河内ダムは、当時としては異
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例の高さのダムであった。高さが約150mの小河内ダムの計画が決
定された昭和７年当時の日本には、高さ78m程度のダム（小牧ダ
ム）しかなく、また、世界を見渡しても、米国で、Owyhee Dam
（126m）、Hoover Dam（220m）、Grand Coulee Dam（170m）
などの計画が発表されていたのみであり、それらも着工前であった
（小野 1973）。
　以上にみたように、第二水道拡張事業は、多摩川の流水量を最大
限に有効活用しようとする内容であり、それにより、当面の水量確
保を果たすものではあった。しかし、他方で、多摩川を水源とした
ことで、それまでの多摩川水系への依存を脱しようとするものには
なりえなかった。そのため、当時の技術水準からすると世界でも有
数のダムを建設しようとしたにもかかわらず、多摩川水系の渇水に
対しては、潜在的に、脆弱さが残された。

1.3　策定過程
　第二水道拡張計画において、多摩川が水源に選ばれた経緯を追っ
てみよう。東京都水道局の手による『東京都水道史』は、大正15年
３月、東京市会で「将来大東京実現ノ場合ヲ予想シ、本市上水道事
業上百年ノ長計ヲ樹テラレタシ」という表明がなされたことを、第
二水道拡張事業の端緒であるとしている（東京都 1952：222）。そ
の後、さらに市会は、同年９月に、「将来ノ水道拡張ノ水源ハ利根
川ニモトメラレタシ」との建議を満場一致で採択し、水源として、
東京市・東京府の域外に存する利根川に言及をしている（東京市
会事務局 1937：864-865）。こうした市会側の動きに対する市当局
側の動きは早く、大正15年8月には利根川水源調査を開始し、さら
に、同年11月には相模川水源調査を開始していた（東京都水道局　 

(12) 委員は、市会議員（15名）と、関係官庁高等官及び学識経験者（7名以内）である。会長
は委員の互選による。また、市の吏員中から幹事や書記を市長が任命する。市長の諮問
に応じて水道拡張計画に関する重要事項の調査審議を行うもので、また市長に建議する
こともできる（「東京市臨時水道拡張調査会規程」昭和2年10月20日、市告示第333号）。
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1960：677）。さらに、昭和２年になると、東京市は、東京市臨時
水道拡張調査会を設置し（12）、水源調査を本格化させていった。こ
の臨時水道拡張調査会は、昭和８年に、東京市水道事業常設委員会
へと発展を遂げた（13）。
　東京市臨時水道拡張調査会における水源調査は、上記の市会決議
もあることから、利根川を中心に進められた。この調査会では、利
根川を水源とする計画として次の３案が検討されたが、いずれも関
係機関に受け入れられなかった。すなわち、埼玉県大里郡にある利
根川右岸妻沼地点での取水（第１案）は、下流の見沼代用水の水利
に支障を来すことから同意を得ることできず、それよりも下流の中
渡地点での取水（第２案）もやはり下流の灌漑に支障があり成功し
なかった。そこで、取水地点を、灌漑にほとんど関係しない下流に
位置する田中地点（千葉県東葛飾郡・鬼怒川合流地点付近）と江戸
川右岸の三輪野江地点（埼玉県北葛飾郡流山町対岸）とに分割して
取水する案（第３案）を立案するも、今度は利根川の舟運に支障を
来すという理由から、内務省より許可されることはなかった（東京
都水道局 1960：3-4）（14）。
　そこで、臨時水道拡張調査会は方針を転換し、次に、向かったの
は、神奈川県内を流れる相模川であった。東京市では、相模川に複
数の貯水池を築造しその流量増加分を引用する計画を立て、それ
を携えて相模川を管理する神奈川県に対して働きかけたが、神奈
川県は自らがすでにその利用計画を立案していたことから、東京市
案は承認を得ることはできなかった（東京都水道局 1960：5）。そ
の後、荒川の調査も行われたが適当な計画を立てるに至らず、最後

(13) 昭和8年5月8日議決。委員は、市会議員（17名）、名誉職参事会員（1名）、関係官庁職
員及び学識経験者（7名以内）である（「東京市条例第9号東京市水道事業常設委員条
例」『東京市公報』昭和8年5月8日1頁）。

(14) 当時、内務省は、利根川、江戸川の低水位維持についてまだ腹案を得ていないという状
況であり、それにもかかわらず、東京市が利根川や江戸川から取水をするという計画は実
現が困難だという非公式の意向を示していたという。『帝都の水飢饉対策と小河内貯水
池事業を語る座談会』（1930年、52頁）における原全路の発言を参照。
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に、唯一東京府内を流れる多摩川を水源とする小河内貯水池案が、
最終案として採用されるに至った。
　もっとも、この多摩川案とて簡単に採用されたわけではなく、多
数住民への補償問題や高堰堤築造に配慮して、特に後者については
国内の主要な堰堤を現地調査するなど慎重な態度で審議が行われた
（佐藤 1962：241）。最終的には、昭和６年９月29日に提出された
第二水道拡張計画は、翌昭和７年１月19日の第８回総会にて審議
了承された。そして、同年７月には、市会において同計画は議決さ
れ、内務大臣への事業認可の申請にこぎつけることができた。
　後に詳しくみるように、第二水道拡張計画は、その後も紆余曲折
を経ることになった。まず、河川法による認可申請に関連して、多
摩川下流の稲毛川崎二ヵ領用水普通水利組合（以下、二ヵ領用水組
合とする。）との間で、約４年間にわたって水利権をめぐって争う
ことになった。このため、実際に、必要とされた水道条例、都市計
画法、及び河川法の各認可をすべて受けたのは、昭和11年７月に
なった（小野 1936; 東京都水道局 1952：239-240）。
　さらに、二ヵ領用水組合との間での紛争が解決し、用地買収を開
始すると、その買収単価をめぐって小河地村等との間で紛争が行
り、その解決のためにさらに約２年を費やすこととなった（東京都
水道局 1952：235-239）。
　昭和13年頃から工事は本格化し、昭和18年には、堰堤コンクリー
トの打設ができるところまで工事は進捗したが、戦時であることか
ら、昭和18年10月に、ダム建設工事は中止されることになった（東
京都水道局 1952：43）。

1.4　第二水道拡張計画の資金調達と料金政策
　東京市では、創設水道の建設に対して、利子補給程度の国庫補助
金を受けていたが、独立採算によることが計画されていた。明治
44年までの創設工事には、約918万円が投じられたが（東京都水
道局　1952：72）、その財源は基本的に公債収入であった。もっと
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も、その公債に対する利子支払のために、明治24年から15年間
にわたって、毎年15万円ずつ国庫補助が行われることとなった。
実際には、明治44年度までに市税など327.3万円が繰り入れられた
（高寄 2003：159）が、当初計画（明治25年４月の市区改正経済審
査委員会の調査報告書）では、上記の国庫補助金を前提とすれば、
他会計に依存せずにも水道財政は成り立つと考えられていた（東京
都水道局 1952：68-69）。
　こうした考えは、第二水道拡張計画にも共通し、それに要する莫
大な事業費は、起債によって賄われることとなっていた。表２は、
昭和７年３月に、第二水道拡張計画の事業費を市議会に諮った際に
添付された水道財政の概算表である。
　まず、事業費をみてみよう。第二水道拡張費は二期に分けて計上
されている。昭和７年度から昭和26年度までの20年間が工期であ
るが、昭和７年度から昭和16年度を第１期（3,950万円）、昭和17
年度から昭和26年度までを第２期（920万円）と区分している。事
業費の概算総額は4,870万円であり、そのうち第１期分3,950万円が
昭和７年７月13日に東京市会において議決された（東京都水道局　
1952：240）。
　次に、その財源である。「市債」の欄に明らかなように、第二水
道拡張費は、起債によって賄うこととされていた。実際に、二ヵ領
用水組合との水利問題が解決した後の昭和11年４月に、起債の認可
申請を行い、同年７月には、内務大臣・大蔵大臣から許可（昭和
11年７月23日内務省東地第52号）を受けた（東京都水道局　1952：
240）。
　実際には、物価高騰などの影響を受けて、幾度となく事業費は
更生され、当初予算3,950万円（昭和７～16年度）は、最終的に、
395.5億円（昭和23～39年度）となった。また、昭和40年度の完成
時点でみると、総執行額は約384億円、そのうち起債は約277億円
（約72％）、自己資金が約108億円（約28％）であった（東京都水
道局 1960：780-783）。当初計画にみたように、事業費の全額を起
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債によって調達できなかったが、その差額は自己資金によって埋め
られ、国庫補助金等が充当されなかったことには変わりはなかっ
た。
　このように、東京都水道局では、第二水道拡張計画を独立採算で
実施したが、そのための料金政策は、その他の都市と同様に「負
担力主義的な考え方と応益主義的理念の調和」（日本水道協会　
1967：476）を基礎としたものであり、必ずしも精緻なものではなかっ
た。
　とりわけ料金水準を規定する給水原価については、官庁会計方式
が採用されていたために、現在のように発生主義に基づくものでは
なかった。第二水道拡張計画が認可を受けようとしていた昭和10年
ごろは、「単に水道敷設の為にした起債の償還方法にのみ追随し、
これに各年度の経営費を配し配水送料を以て除したものを以て原価
とする向が多」く、水道の生産原価に関して無関心な団体が多かっ
た。昭和12年には、島崎・大阪市水道部長を主査とした常任調査委
員会小委員会にて、水道原価計算について検討がなされたが、決
定的なものとはならず、一方法に過ぎないとの条件付きで第6回水
道協会総会に提出され、決議を経たに過ぎなかった（高橋 1942：
138-139）。東京市水道局でも、この頃から、企業会計の導入が模
索され始めていた（金子 1938）。
　とはいえ、東京市水道局の料金水準も、資金収支不足を賄うよう
に設定されていたに過ぎなかった。企業会計の導入が話題となる以
前、昭和３年の28％の料金改定に際して、小川織三水道局長は、値
上げの理由を、既定復興事業費、区画整理に伴う鉄管工事費、水道
拡張工事費の合計4,730万円のための起債元利償還の財源確保とし
て説明した（15）。この改定から15年を経て実施された昭和18年の料
金改定では、戦時下にあり、原価に基づく料金水準の決定というよ
りは、水需要の抑制を目標とし、料金体系の変更を主な内容とする

(15) 小川織三「水道料金ノ値上ニ就テ」（大正14年12月）。
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ものに過ぎなかった（金子 1943）。
　このように、戦前の東京市水道事業では、水道財政や料金政策に
関しては、建設資金を起債によって賄い、その元利償還を主に水道
料金収入で賄うという意味での独立採算が目指されていた。こうし
た独立採算が資金調達を可能とし、特に大都市では、水道の普及が
進み、市民共通の利益とされた公衆衛生は改善されただろう。そし
て、市民共通の利益である水道改良に要する資金を、最終的には、
水道利用者＝市民が負担するという意味で、こうした独立採算は自
治の要素を含んでいたとみることもできるだろう。しかし、誰がど
の程度を負担するかを規定する料金体系の設定においては負担力主
義の考え方が強く、また、官庁会計方式であったこともあり、料金
水準の設定に関する理論は未成熟であり、負担者の視点からみる自

治の論理の発展は未だみられなかった。

２　第二水道拡張計画の論理 ― 土木技術志向の顕在化

　以下では、関連するアクターの思考習慣の内容を計画策定という
実践の中に見出し、それが準拠する論理を明らかにすることを試み
たい。そうした視座からは、多摩川を水源とし、小河地ダムの建設
をその内容とする第二水道拡張計画に関して、次の二点が問われる
こととなる。第一に、計画の策定過程には、どのアクターのいかな
る思考習慣が見出されるのかという点である。第二に、どのような
理由から、潜在的な脆弱さにも関わらず、多摩川が水源に選ばれた
のか、また、当時としては異例の高さを誇る小河内ダムの建設が企
図されたのか、という点である。

2.1　市会
　この時期の東京市会は、総じて第二次水道拡張計画の推進に積極
的なスタンスを示していた。そもそも、東京市会は、大正15年に水
源開発に関する決議を行い、第二水道拡張計画の検討開始のきっか
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けを作った。すなわち、「百年ノ長計」と超長期を視野に入れて水
源開発を行うべきこと、さらに、その水源は利根川に求めるべきと
の見解をともに全会一致で表明した。そして、市会議員と関係省庁
高等官・学識経験者から構成される臨時水道事業拡張調査会（昭和
８年以降は水道事業常設委員会）の設置を決め、計画策定に向けた
体制を整えた。水利権争いや用地買収といった水源開発に伴う痛み
は市域外に存し、他方で、水源開発による給水安定化の利益は市全
域に行きわたるものであるから、給水不足が明白であったこの時期
に、市民共通の利益を追求すべき市会が水源開発に積極的なスタン
スを示していたことは不思議ではなかった。とはいえ、東京市会が
常に一致して小河内ダム建設を推進していたわけではなく、水利権
争いや用地買収の問題によって事業着手が遅れる中で、市会の一部
には、小河内ダムでは十分な水量を得ることができないのではない
か、などの批判もみられた（16）。

2.2　市長
　これに対して、水道拡張問題に関心が深い市長もいたが（17）、こ
の時期の東京市長の在任期間は短く（持田 1984：138）、際立った
イニシアティブを発揮しうる政治的基盤が整っていたとは考えづら
い。当時の市長の任期は４年ではあったが、その任期を全うした市
長はなく、大正期には２年数か月、大正末期から昭和初期には１年
強で交代することが多かった。このように頻繁に市長が交代する
のは、同時期に、池上四郎（1913年10月から10年１ヶ月）や関一
（1923年12月から11年３ヶ月）といった長期在任の市長を擁した大
阪市とは対照的であった（砂原 2012：13）。大阪市では、有給専
務職である市長（特に関一市長）の存在やその政策が、都市専門官

(16) 佐藤（1962：265）では、昭和10年の市会で行われた議論を取り上げている。
(17) 小野（1973：93-94）では、村山貯水池の計画時に市長であった阪谷芳郎市長が

水道の窮乏を憂慮し、その解決に力を入れていたことが記されている。
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僚化のメルクマルとなっていたが、東京市では、そうした状況には
なかった。

2.3　都市専門官僚
　東京市水道局の専門官僚は、第二水道拡張計画の調査と策定に深
く関わり、その過程において、河川法の制約を受け入れながら、技
術によってその難局を克服しようとするスタンスをとった。第二水
道拡張計画の水源は、初めから多摩川に求められていたわけではな
く、むしろ、関東大震災による甚大な被害を前に、水源の多元化、
すなわち多摩川水系とは異なる水系に水源を求める必要性が感じら
れていた（佐藤 1962：239）（18）。当初、第二水道拡張計画の立案
実務にあたっていた都市専門官僚は、多摩川水系以外の水系に水源
を獲得することに楽観的であった。昭和３年以降、水道局拡張課長
を務め、拡張設計の中心にあった小野基樹は、東京市の周辺には、
相模川、利根川、江戸川、荒川など周辺に比較的豊富な水源が存在
することから、「努力のいかんによってはいずれかの水源にありつ
けるものと、明るい希望をいだいていた」と水源探索の初期の雰囲
気を伝えている（小野 1973）。
　しかし、その楽観的な雰囲気はすぐに打ち破られることになっ
た。すでにみたように、関係機関の承認を得ることができなかった
からである。その背後には、河川利用を巡る旧態然とした法制度が
あった。当時の河川法では、河川の使用に関する規定が未整備のま
まである一方、河川の管理は、原則として地方行政庁、すなわち国
の機関であった都道府県知事が行うこととされていたことから、都

(18) なお、初代水道局長の小川織三は、昭和23年に行われた東京市の水道事業を振
り返る座談会の席で、在職中にやっておきたかったこととして次のように述べて
いた。「水量を豊富にしてどんな場合にも市民に不便を与えないよう施設を完備
したかった。とくに、日本には天災が多いから、事故が発生したら早く修理でき
るよう、鉄管が破裂したら他から水を廻せるようにしたかった」（近代水道百人
選考委員会編（1988：35）から引用）。大正末期・昭和初期のころから、東京市
水道局では、このように相互融通も念頭に安定給水が期待されていた。
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道府県の区域を超えて水源を得るためには、その河川を管理する都
道府県知事の承諾を得る必要があったのである。承認の要請に接し
た各県の態度は、小野が「各府縣の間に於きまして特に封建思想が
著しいやうに痛感」（19）したと吐露しているように、自領域の住民や
経済にとっての利益を最優先するものであった。小野らが、行政区
域外の水源を求めて当該県庁の了解を得ようとするときに必ずとい
ってよいほど直面した反論は、次の小野の発言にみられるように、
東京府域内に水源の余裕があることを指摘したものであった（20）。

「東京市は多摩川といふ昔からの良い水源を持て居るぢやない
か、彼の水源はいよいよ無くなつたのか、平均水量は幾らある
か、現在使つて居る水量は幾らかといふやうなことを直ぐ質問
を受けましたのでありますが、その當時の多摩川は相當極度に
使つて居るやうでありますけれども今でも永年間の平均流量に
對照して見まするとまだ丁度五割使つてゐるに過ぎないのであ
ります。交渉の當時は多摩川の利用は未だ實際は半分程にも達
して居らなかつたのでありますから交渉の相手方はこの點を何
處でも問題にして自分の府の中で水源に餘裕があるのに他所に
手を出すといふことは迚出来ない相談だといふやうなことで
段々と追詰められまして利根川も江戸川もいけない、相模川も
いけない、さういふやうなことでうまく行かず結局取つて置き

(19) 『帝都の水飢饉対策と小河内貯水池事業を語る座談会』（1930年、18頁）にお
ける小野基樹の発言。

(20) しかも、こうした見解は、小野ひとりのものではなく、それは、彼の後進にも
共有された。例えば、大正13年に東京市に入庁し、戦前戦後を通じて、主に小河
内貯水池の建設に従事した佐藤志郎は、昭和35年に著した『東京の水道』におい
て、「これらの水源問題の交渉経過中に、各方面からいちように述べられた抗議
は、要約すると、（中略）東京市では自分の領分の中にある多摩川の水源に、ま
だ利用する余地が残っているにもかかわらず、他の領分にまで手をのばそうとし
ているが、なかなか聞き入れられるものではない、とかいう意見であり、この抗
議が最大の障害をなしていたように考えられる。」と、小野が示したのと同様の
見解を記していた（佐藤 1960：240-241）。
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の多摩川を水源とする小河内貯水池計畫が最後案として採用せ
られるに至つた次第なのであります。」（21）

　以上にみたように、東京市が、最終的に多摩川を水源とする第二
水道拡張計画に至ったのは、河川法に基づく法制度において実現可
能な計画を立案せざるを得なかったからに過ぎなかった。東京市会
も、実際に立案作業にあたった都市専門官僚も、将来にわたって水
量を確保するために、さらに、渇水や震災等のリスクを回避するた
めにも、多摩川以外、特に利根川に水源を求めようとしていた点で
は共通していた。このため、利根川を水源とする調査が熱心に進め
られたが、河川法の枠組みの下ではその河川が流れる県庁の承認を
得る必要があり、それが叶わなかったのだ。とはいえ、多摩川を水
源とする第二水道拡張計画は、土木技術者たる都市専門官僚の、い
わば技術者としての論理が垣間見えるものとなっていた。それは、
第一に、法制度の制約を当時の技術水準からみて異例の高堰堤の築
造によって克服しようとした点、第二に、事業の経済性よりも安定
給水を優先し、また、多摩川を利用し尽くすことで次の拡張計画へ
の発展を期している点にみられた。
　まず、第二水道拡張計画は、日本国内に類をみない高さの堰堤ゆ
えの技術的な不安を抱えていた。このため、内務省は、事業認可に
際して、小河内貯水池の築造の指導監督のために、内務省の関係官
と学識経験者から成る専門委員会の設置を指示し、これを受けて東
京市は、昭和11年７月に、東京市小河内貯水池技術委員会を設置
し（22）、技術上の重要事項を討議することとした。技術上の不安か

(21) 『帝都の水飢饉対策と小河内貯水池事業を語る座談会』（1930年、18頁）における小野
基樹の発言。

(22) 東京都水道局（1960：241-242）。委員長には、中川吉造（元内務技監）、委
員には、物部長穂（東京大学教授）、石本巳四雄（地震研究所長）、永井彰一郎
（東京大学教授）、山口昇（東京大学教授）、石井頴一郎（小牧ダム建設者）、
吉岡計之助（東京府土木部長）、近藤三郎（東京市助役）、原全路（東京市水道
局長）、小野基樹（小河内貯水池建設事務所長）が任命された。また、幹事とし



市町村公営水道と都市専門官僚制（宇野）

— 47 —

ら専門委員会の設置を指示した内務省の慎重な態度からみれば当然
のことかもしれないが、東京市水道局の計画は、主に技術的見地か
ら、外部委員から批判を受けた。石井・山口委員からは、直線重力
式コンクリートダムを採用しながらマスコンクリートの熱処理のた
めに柱状工法を採用することについて賛同が得られず、両者が委員
を辞退する事態にまで至った（藤田 1965：28）。また、オブザー
バーとして出席していた逓信省代表の高橋三郎からも、壁力強度の
問題、断層の存在、柱状式堰場築造法の問題を理由に、堰堤の高さ
を100m程度に下げるか、３つの堰堤に分けるかの対応が必要との
批判が提出された（高橋 1939）。このように、土木技術の専門家た
ちの間ですら異論がみられた小河内ダム築造計画であったが、この
計画を主導した小野基樹は、それが挑戦的な工事であることを認め
ながらも、アメリカでの万国大堰堤会議に参加した際の次の発言に
みられるように、時に技術者としての熱気と信念を覗かせてい
た（23）。

「今東京市では斯ういふ大きな堰堤の工事を準備中であるとい
ふことを申しましたところが其處に會合して居る世界各國から
の多くの人が、（中略）日本人だけで果たしてそんな大きな堰
堤が出來るだらうかといふやうな質問を受けたことがありま
す。（中略）我々日本人は如何なる困難をも征服して立派にや
り遂げて見せるといふことを世界各國の技術家の集りの席上で
はつきり申しましたのであります。」（24）

　て、片岡義雄麿（小河内貯水池建設事務所庶務課長）、池田信（工事課長）、そ
して書記として、佐藤志郎（工事掛長）と伊地知繁（経理掛長）がこの委員会に
携わった。

(23) 小野自身、小河内ダムに関わる以前に、3つの貯水池築造に従事した経験をも
つ、ダム建設の専門家であった。

(24) 『帝都の水飢饉対策と小河内貯水池事業を語る座談会』（1930年、15-16頁）に
おける小野基樹の発言。
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　こうしたダム築造に向けた熱気と信念は、建設事務所長であった
小野に限られたものでなく、その下でダム建設に従事した技術者た
ちにも共有され、また、それは次世代にも引き継がれていった。第
二次世界大戦後に小河内ダムの建設工事が本格的に再開された頃、
小野はすでに水道局長を退いていた。しかし、田中文次元水道局長
の回顧によれば、建設現場には、当時の日本では経験したことのな
いような「大きな工事をやるんだというそういう気持ちが職員の皆
さんにみなぎってい」て、日本では未知の領域の大工事のために外
国の専門文献を読み議論をすることで技術を確立していった（東京
都水道局浄水部管理課 2007：19）。安定給水を実現するためには避
けられない異例の高さの堰堤の築造を、新たな技術を獲得すること
で乗り越えようとする技術者の論理を、こうした発言に見て取った
としても無理はないだろう。
　次に、小野にとっては、経済性よりも安定給水、すなわち、彼が
みる「市民共通の利益」の実現がより重要であった。小河内ダム
は、費用対効果、すなわち経済性の観点から、水道局内外から批判
されることとなった。瀧澤七郎の主張はこうした批判の代表例で
ある。彼は、昭和11年に「第２水道拡張に関する質問趣意書」を市
会に提出し、その中で、小河内ダム計画が、得られる水量に比して
投資額が巨額である点を厳しく批判した（藤田 1965：27-28）。さ
らに、その後、国会に提出した質問趣意書の中でも「僅カ七万一千
噸ノ水ヲ得ル爲總計八千萬圓近クノ巨費ヲ投スル結果ト爲ルモノナ
リ」と経済性の観点からの批判を繰り返した（25）。こうした批判の
中で対比されたのは、「市民共通の利益」としての給水量の増加分
と、それに投じる東京市の資金であり、それは、市民の経済的負担
を減らすことを第一とした節約の論理に基づく批判であった。
　同様に、小河内ダムの経済性への批判は、東京市水道局内部から

(25) 「衆議院議員瀧澤七郎東京市小河内築説に関する質問に対する内務、厚生両大
臣答弁書」（昭和13年3月25日決定）。
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も聞こえてきた。昭和12年の水道事業常設委員会において、水道局
拡張課長であった仲田聡一郎は、第一に、計画策定当初の多摩川
の流量計算に事情変更がみられ、直近のデータによれば、想定通
りの流量調整が難しいであろうこと、第二に、それを考慮するなら
小河内ダムの築造によって得られる流量は所要の建設資金に見合っ
ていないことなどの理由から第二水道拡張計画を批判した（藤田　
1965：28）。
　もちろん、彼は、節約した資金を料金値下げによって市民に還元
すべきことを主張していたわけではなく、水道需要の増加傾向を前
に、何らかの水源開発が必要であることは認めていた。しかし、既
設の水道施設の運用を柔軟化することで当面の水不足には対応でき
ると考え、また、利根川水系の水源開発を早期に実現することが可
能だと考えていた点で、小野を初めとした水道局幹部の第二水道拡
張計画とは異なる主張をもっていた。要するに、安定給水に対する
リスクをより低く見積もり、それよりも、経済性を重視するスタン
スをとっていたといえるだろう。
　小野は、こうした批判に対して、安定給水へのリスクをより高く
見積もり、経済性よりも安定給水を優先すべきとの主張を行い、第
二水道拡張計画を防御した。仲田拡張課長の主張が取り上げられ
た、昭和12年の水道事業常設委員会の席における小野基樹の次の発
言は、そうした防御の典型である。

「私は小河内貯水池問題よりも是れから先の給水を不安ならし
めないためには経済問題を超越しても遂行しなければならない
と思って居ります。私の計画が不経済であっても給水の欠乏よ
りは凌がねばならないと考えて居ります。縦令之に依って得る
給水量は少なくとも僅かでも具体化すると云う点に最後の結論
を有して居ります。」（26）

(26) 「東京市水道事業常設委員会議事録（昭和12年7月30日）」25頁。
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　小野の発言を受けて、水道局長の原全路は、経済性を忘れるわけ
にはいかないことを付け加えながらも、安定給水を優先させるこ
と、すなわち、仲田の主張ではなく、小野の主張を支持しているこ
とを明言した。

「建設事務所長が経済問題は兎も角市民の爲に必要であるから
小河内は此の點からやらねばならぬと云ふ意見でありましたが
技術者としては成程さうでありますが私局長としては経済的の
方法で市民に必要な水の供給をやりたいと考へて居るのであり
ます。先程も申上げました様に小河内を執行しなければ現在の
施設では給水量は年々約十萬噸増加して居るのですから将来供
給不足するので續行することが市民のため又市の利益であると
考えて之に當つて居るのであります。」（27）

　もっとも、経済性の低い小河内ダムに見切りをつけて利根川水系
の水源開発を優先すべきとの仲田に対しては、小河内ダムを中止す
るよりは両者を平行して進めていくことがより安全であるから両者
を平行してやってもよいではないかと提案し、その同意を得ること
に成功していた（28）。
　東京市水道局幹部のこうした防御が功を奏したのか、以上にみた
経済性批判は、世論や市会全体を覆う動きとはならず、まずはこの
第二水道拡張計画を促進していこうという意思決定は維持されるこ
ととなった（29）。
　以上にみたように、土木技術を修得した専門官僚たちは、給水量

(27) 「東京市水道事業常設委員会議事録（昭和12年7月30日）」27-28頁。
(28) 「東京市水道事業常設委員会議事録（昭和12年7月30日）」23頁。
(29) なお、水道事業常設委員会で取り上げられた仲田拡張課長による問題提起は、

「依て小河内貯水池建設事業を促進し規定計画遂行の上に遺憾なきを期し更に将
来の拡張計画を樹立し給水上不安なき様善処せられうことを望む」という希望条
件を附して、議論が打ち切られることとなった（「東京市水道事業常設委員会議
事録（昭和12年10月25日）」頁数なし）。
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の確保を第一に、それを経済性に優先させようとする思考習慣の中
で、第二水道拡張計画を策定し、それを進めようとしていた。しか
し、その一方で、その財源面に対する言及は少ない。水道創設当初
からの起債主義を踏襲した財政計画を立て、外部環境の変化等によ
り償還が難しくなると、料金値上げによってそれを乗り切るなど、
政策のアイディアという面では精緻なものではなかった。とはい
え、水道建設が、国庫補助金によってではなく、自らの独立採算に
よって担われていることは、専門官僚たちにとって、誇らしいこ
とであったようだ。例えば、第二水道拡張計画が完成したときに
水道局長であった佐藤は、後に、この大事業には国庫補助金が充て
られているわけではなく、起債によって賄い、それを使用料収入に
よって償還していく計画であったことを、誇らしげに書き残した
（佐藤 1958：263）。

2.4　社会アクターの反応－二ヵ領用水問題と補償問題
　続けて、政治－行政システムの外部にある社会アクターの反応に
ついてみておこう。小河内ダムができることで直接に負の影響を受
けるのは東京市民ではなく、下流の他県の利水者や、東京市外に存
する小河内村民等の関係村民であった。彼らは、市民共通の利益を
正面から否定することはしない代わりに、彼らの個別利益の補償を
求めるスタンスを取った。以下に、それぞれについてみてみよう。
　まず、下流の利水者として、東京市に異議を申立てたのは二ヵ領
用水組合であった。昭和７年に、市会議決を経て、第二水道拡張事
業の認可申請が内務大臣になされたところ、神奈川県側の多摩川下
流に取入口をもつ二ヵ領用水組合が、河川法に基づく手続きにおい
て異議を申立てたのだ。東京市側は、小河内ダムの完成は、むしろ
下流にとって有利であるとさえ考えていた（30）。しかし、二ヵ領用
水組合側は、二ヵ領用水堰の改造を東京市の負担で行うこと、ま

(30) 『多摩川ヲ水源トスル東京市第二水道拡張計画参考書』（1931：130）を参照。
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た灌漑期には下流に十分水が流下するように配慮することを主張
した（建設省関東地方建設局京浜工事事務所多摩川誌編集委員会　
1986）。
　これは、東京府から照会を受けた神奈川県が二ヵ領用水組合にそ
の意見をただした際に示された次の回答に正しく表れている。ま
ず、「東京市水道拡張事業ハ帝都衛生上必要ナル事業トハ考察ス
ル」と拡張事業の必要性は認めたが、無条件にそれを受け入れる回
答ではなかった。受け入れるための条件の枢要は、「東京市ニ於テ
事業着手前ニ該取水量ノ取水設備ヲ為スコト」、すなわち東京市が
新たに必要となる取水設備の費用負担をすべきことであり、また、
「羽村取入口ヲ灌漑時期ニ限リ12.533m3/secノ取水量ニスル様改造
スルコト」、すなわち灌漑期における十分な水量を確保することで
あった（31）。
　これらの要望は、東京市側ですぐに承諾できる条件でもなかった
ことから、この水利紛争は長引くこととなった。東京市と神奈川県
との間での交渉によっては解決しなかったため、監督官庁たる東京
府と神奈川県との間での交渉に委ねられ、さらにその間で内務省が
あっ旋を図ることでようやく解決に至ったが、そこに至るまでに実
に約４年の年月を要することとなった。最終的な妥協案は、第一
に、灌漑期には羽村堰から毎秒２m3を溢流させる、第二に、用水
路改修費として230万円を東京市が負担する、というものであっ
た（32）。
　次に、ダム予定地の用地取得に関して小河内村民などの関係村民
は、事業の必要性を認めて事業それ自体に対して真っ向から反対す

(31) 二ヵ領用水組合それ自身の利害と同時に、そこから水を得る予定であった川崎
市の働きかけも、神奈川県が同意しない理由となった（松本 2013）。そうした
側面を強調するならば、この問題の背後では、東京市民の共通の利益と川崎市民
の共通の利益とが衝突していたことになるだろう。とはいえ、東京市と川崎市の
いずれにも、安定給水を市民共通の利益とする論理は共通していた。

(32) この間の交渉経過の詳細は、建設省関東地方建設局京浜工事事務所多摩川誌編
集委員会（1986）を参照。
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ることはしなかったが、用地の補償額をめぐっては東京市と争うス
タンスをとった。関係村民は、計画が持ち上がった昭和６年に、村
内の議論を経て、「東京市民六百萬の生活が安定する」ならと立退
きを決め、昭和７年10月に東京府知事から諮問があると、異議なき
ことを答申した。このとき、関係村民は、１年もすれば補償金を手
にすることができると考えていた（33）。ところが、その後、二ヵ領
用水組合との水利紛争が勃発し、それによって事業認可が遅れる
と、関係村民は苦境に立たされることになった。事業認可が下りな
い限り、補償の具体的な話は進まないのであるが、関係村民は、す
でに補償を見込み借金をし、また、ダムに沈むべき村は荒れたまま
にされていたからであった。昭和10年12月、関係村民は、事業促進
の陳情のために、ついに大挙して東京市中心へと乗り込んだ（34）。
　こうした動きは、東京朝日新聞をはじめとした各紙で報じられる
こととなり、世論の関心をひきつけ、これが、その後の内務省のあ
っ旋を促したといえよう。上述のように、その後、昭和11年３月に
二ヵ領用水問題が解決すると、いよいよ、用地補償に関する東京市
との交渉が開始されることとなったが（35）、交渉は困難を極めた。
東京市参事会は昭和12年３月に第１回の土地買収地域と買収単価を
議決し、関係村民に示したが、それは決して彼らの満足のいくもの
ではなく、対抗運動は盛んになっていった。
　買収条件の交渉が続けられる中で注目に値することは、こうした
小河内の関係村民の動きは、ジャーナリストや小説家の手によって
一般に知られるようになっていたことであろう。すなわち、ジャー
ナリストの大宅荘一によって、ルポルタージュ「水底の小河内村」

(33) 『帝都の水飢饉対策と小河内貯水池事業を語る座談会』（1930年、62頁）にお
ける小澤小河内村長の発言。

(34) 『東京朝日新聞』昭和10年12月13日を参照。
(35) 交渉のために、関係村民は、小河内貯水池対策委員会を組織した。この委員会

は、各部落から選出された57名の委員から構成され、小沢小河内村長が委員長と
なったが、昭和12年7月には、東京市の提示した買収価格を引き上げることが困
難であるとの理由から、この委員会は解散した（佐藤 1960：268-267）。
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（『中央公論』昭和12年９月号）が、また、作家の石川達三によって
小説「日陰の村」（『新潮』昭和12年９月号）がほぼ同時期に発表
され、東京市民600万人の犠牲となる小河内村の窮状が訴えられ、
その動きは、終に帝国議会で取り上げられるまでに至った（36） 。東
京市の不誠実を非難した大野伴睦議員の質問に対する木戸幸一厚
相、末次信正内相の答弁は、「従来ヤヤモスレバ其ノ間円満ヲ欠キ
タル嫌アリテ、其ノ間ニ於テ市村両当局ノ努力十分ナラザルモノ
アルヤニ思料セラル、尚今後遺憾ナカラシメントス」というもの
であった（37）。こうして問題が大きく取り上げられたことは、その
後、移転補償に関して東京市長と小河内村長との間での妥協をもた
らし、両者の間で覚書がまとめられることとなった。
　以上のように、第二水道拡張計画を実施に移すためには、関係す
る社会アクターとの交渉を要した。その交渉の過程からわかること
は、二ヵ領用水組合も、小河内村をはじめとした関係村も、東京市
の市民共通の利益に対して理解を示す一方で、当然それに対する代
償を求めていたこと、すなわち個別の利益の論理に基づく要求行動
が行われたということであった。
　この二つの問題を解決に至らせた動力は、ともに小河内村の動き
であった。水利紛争で事業認可が滞ると大挙して都心部への陳情行
動を起こし、事業用地問題で交渉が滞ると帝国議会に請願をし、ま
た、関係省庁への陳情を行った。こうした動きは、ジャーナリスト
や作家を動かし、また、衆議院議員をも動かすこととなり、東京市
民の世論にも訴えかけた。しかし、ここで注目すべきは、彼らの個
別の利益が市民共通の利益と対立する論理とはいえず、むしろ市民
共通の利益を受け入れさせる代償であり、いわばコインの裏表の関

(36) 小河内村は、昭和13年1月に帝国議会に請願し、採択された（佐藤 1960：
270）。

(37) 「衆議院議員大野伴睦提出小河内貯水池に関する質問に対する厚生、内務両大
臣答弁書」（昭和13年3月22日決定）（国立公文書館所蔵）。建設省関東地方建
設局京浜工事事務所多摩川誌編集委員会（1986）は、この間の経緯に詳しい。
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係にあったことであろう。それゆえ、彼らの主張も、また、彼らを
支援する主張も、小河内ダム建設を正面から否定しその中止を訴え
るものではなく、むしろその円滑な実施のためにより充実した補償
を求めるものであった。そうした十分な補償は東京市側に追加支出
を要するものであったために解決には時間こそかかったが、二つの
論理は、もとより妥協可能なものであったのだ。
　とはいえ、この二つの問題の解決に相当の時間を要したという事
実は、水道局のその後の事業実施に大きな影響を及ぼすこととなっ
た。小野基樹を初めとする東京市水道局の都市専門官僚は、多摩川
を水源とする第二水道拡張計画に至る他県庁との交渉過程や、用地
取得に係る交渉過程から、他県を流れる河川に水源を求めるには、
まず多摩川を利用し尽くすことが重要であること、そして、水源開
発には想定以上の時間を要することを学ぶこととなった。これ以
降、東京市水道局では、短期的な事業の経済性に囚われず、長期的
な視野で事業計画を立案すべきという思考習慣が強められていくこ
とになったと思われる。そこで、第二次世界大戦以前のこうした経
験が、第二次世界大戦後に引き継がれていった様子をみていくこと
にしよう。

2.5　第二水道拡張事業の再開－都市専門官僚と政策的自律
2.5.1　中断と再開
　第二水道拡張事業は、第二次世界大戦の本格化によって工事の中
断を余儀なくされ、その再開には終戦を待たなければならなかっ
た。すでにみたように二ヵ領用水組合との紛争も妥協に至ると事業
認可が下り、昭和12年１月には、資材運搬専用道路工事から各種工
事が開始された。
　しかし、戦況の悪化により、資材調達や労務者の確保は困難を極
め、また、建設用機械の徴用もあり、昭和18年10月に工事を中断が
決定されるに至った。終戦後、この工事中断から５年たった昭和23
年に、第二水道拡張計画の再開が承認されたことを受け、ようやく



札幌法学 26 巻 1・2 合併号（2015）

— 56 —

工事が再開されることになった。ここでは、事業再開に至る過程を
辿り、それを主導した都市専門官僚の主張を明らかにしてみたい。

2.5.2　東京戦災復興都市計画の論理
　終戦直後、昭和20年８月の区部人口は231万人であったが、都市
計画当局では、将来過大都市となることを避けるために、区部の飽
和人口を350万人程度に規制することを企図していた（38）。
　石川英耀・建設局都市計画課長が中心となりまとめた東京戦災復
興都市計画は「過大都市の抑制」という理念で貫かれていた。その
下敷きとなった「帝都復興改造試案」（東京都都市計画課）によれ
ば、その核心は「帝都の大都市化を防ぐ」ことであり、それを、広
域計画によって、「関東平野乃至帝都衛生都市圏内に人口工場公共
施設等を広区域に分散配置する」方策で実現することが目指され
た。
　具体的には、まず、都心40km圏に衛星都市を育成するととも
に、それらと東京郊外との間の地帯を農業地域とし、また、都心か
らおよそ100km圏に散在する諸都市に各種機能を分散させ、またそ
れらの衛星都市も振興することによって都心への人口流入を防ぐ計
画であった。その上で、東京都区部の人口は300万人を妥当とし、
500万人を最大限とした（石川 1946：133-142）。
　こうした構想があったからこそ、東京戦災復興都市計画では東京
都区部の人口は350万人に抑えることとされていたのであった。

2.5.3　第二水道拡張計画再開の論理
　さて、第二次世界体制が終戦した直後には、東京都水道局の区
域では、80％にも上る漏水の防止対策に追われていた（東京都水

(38) 当初は、300万人と推定し、その後これを理想として350万人に改めた。その後
の人口増加の趨勢から、さらに400万人以上、住みようによっては500万人以上も
収容しうると上方修正しつつも、過大都市の防止を眼目としていた（東京市政調
査会・東京都総務部調査課 1947：51）。
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道局 1999a：173）。しかし、それと並行しながら、東京都水道局
の内外では、中断を余儀なくされていた第二水道拡張事業の再開が
焦点となっていった。もちろんその中心は小河内ダムの建設であっ
た。
　終戦したとはいえ、すぐに工事再開というわけにはいかなかった
が、当初から東京都水道局では事業再開に積極的であった。第二水
道拡張計画の策定当初から深く関与してきた小野基樹は、昭和18
年、最後の東京市水道局長としてその任期を終えると同時にすでに
退職しており、彼が長く所長を務め、小河内ダム建設の中核を担っ
た小河内貯水池建設所は、同年12月水道建設事務所となり、昭和20
年4月には廃止されていた（39）。小野を引き継ぎ、水道建設事務所長
となっていた佐藤志郎が、戦後直後には工事課長に配置換えとなっ
ており、第二水道拡張事業の再開の是非を検討する立場にあった。
　東京都水道局内部での検討当初、昭和20年から22年までの人口増
加の趨勢から都水道局がはじき出した都区部の人口予想は、昭和30
年に630万人になるというものであり、佐藤は、工事再開しかない
という結論を自ら得ていたが、「万全を期して第三者の公平な判断
を仰ぐべき」と、東京市政調査会へと事業再開の是非について、東
京都知事から諮問することとなった（佐藤 1958：262）。
　東京市政調査会では、元内務技監の辰馬鎌藏と鈴木正次、コンク
リートの権威で東大教授であった吉田徳次郎、元水道局長の小野基
樹らの専門家と、同調査会の理事であった吉山眞棹と小倉庫次、東
京都総務部調査課長の島岡靜二郎などが調査にあたり、その後、都
水道局の関係部局課長との混合審議を経た上で、昭和22年10月、
「第二水道拡張事業、特に小河内問題に関する調査報告書」を報告
した（東京市政調査会・東京都総務部調査課 1947：例言）。
　その報告書では、東京都は、なお、水道の拡張を必要とし、そし

(39) 昭和20年4月から第二水道拡張事業の再開が決定される昭和23年9月までは多摩
出張所が設置されていた（東京都水道局 1999c：7）。
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て、拡張する場合には、第二水道拡張事業を引続き実施することが
有利であり、かつ有効であると、第二次水道拡張事業の再開が必要
と結論づけている。もちろん、本格的な第二次水道拡張事業の再開
に先立ち、次の四つの条件を付すことは忘れなかった。第一に、当
時47％程度であった漏水量を25％程度まで削減すること、第二に、
施工が比較的容易な江戸川水系の既定拡張事業を速やかに実施する
こと、第三に、老朽した施設設備を補強や更新すること、そして、
第四に、都民に対して水の有効・適切な使用の協力を要請すること
であった（東京市政調査会・東京都総務部調査課 1947：4-5）。こ
れらの努力にもかかわらず、なお水道の拡張を必要とするというの
が、この調査報告書が強調するところであった。
　このような水道拡張の必要を主張するためには、将来人口の見通
しこそが大きな論点であった。もし将来の東京の人口が大きく増加
しないのであれば、小河内ダムの建設を再開する必要が見込まれな
いからである。そこで、委員会では、東京都の都市計画当局に将来
人口の見通しに関して意見を求めた。
　第二水道拡張事業の再開に関連して将来人口の見通しを問われた
際、すでにみたような人口抑制の方針をもっていた都市計画当局
は、当然、小河内貯水池無用論を主張した。これへの対応につい
て、東京市政調査会の調査委員の一人であった小野基樹・元水道局
長は、次のように回顧している（小野 1973：46-47）。
　彼は、都市計画案が「紙上プラン」に過ぎず水道の根本計画がそ
れに左右されれば取返しのつかないこととなるおそれもあることを
指摘するが、しかし、一方で、その当時の気持ちを次のように告白
している。

「終戦直後の広漠として瓦礫の街を眺めては、この都市計画当
局の強硬意見に対しては、われわれも些か心の動揺を禁ずるわ
けにはいかなかった。」
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　とはいえ、水道建設には時間がかかるため、いざというきに需要
に追いつけず、その時になつて「都市計画に罪をなすりつけても始
まらない」と、次のように独自の判断に踏み切った。

「結局迷惑がかかるのは都民大衆であると云うことで、委員一
同は一致して既定方針即ち小河内貯水池工事続行の結論を踏み
切った次第である。」

　実際に、この審事委員会では、昭和22年１月１日、同年３月１
日、同年４月１日、同年５月１日の人口に基づき将来人口の推計を
行い、昭和30年には約537万人（給水人口約466万人）、昭和40年に
は約548万人（給水人口約517万人）となる結果を採用した（東京市
政調査会・東京都総務部調査課 1947：51-55）。
　この答申で東京都水道局は工事再開を決意し（佐藤 1958：262）、
そして昭和23年４月28日、東京都議会は、第二水道拡張事業計画を
含む水道復興計画を議決し、終に小河内貯水池築造の工事再開が正
式に決定されることとなった（東京都水道局 1999：189）。同年10
月、この正式決定を受けて東京都水道局では、佐藤志郎を所長とし
て小河内貯水池建設事務所が再開され（佐藤 1958：262）、その下
には、中断前に小河内貯水池建設事務所に配属されていた技師たち
の多くが再び集められ、また新規の土木技術者が採用され、建設工
事が活発に進められていくことになった。
　こうした過程において際立つのは、小野基樹や、彼を継いで小河
内貯水池建設事務所長となった佐藤志郎に代表される土木技術者で
ある都市専門官僚が、都市計画当局の意向から自律的に、将来人口
の増加を独自に見通し、中長期的な視点から都民が水不足に陥らな
いように発想した点であろう。その背後には、もし将来人口の見通
しが外れて想定以上に人口が増加した場合に、短期間に水源開発や
水道建設を行えるわけではない、それゆえ、できる限り安全に安定
給水を目指すべきという彼らの思考習慣が垣間見えるだろう。
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　戦前と戦後とで東京都水道局内では人的に大きな変化を経験しな
かったこともあり、この時期は、戦前・戦中に経験した水源開発の
困難さや水不足に関する記憶が直接的に引き継がれ、長期的な視野
から課題を土木技術によって解決しようとする、東京都水道局の土
木技術者を中心とする思考習慣を形作った時期であったといっても
よかろう。

3　組織要因－都市専門官僚制の確立

　次に、こうした思考習慣や論理を育んだ組織的な要因として、こ
の間の水道事業の発展に伴って確立していった東京市水道局の組織
についてみてみたい。東京市の水道事業は、近代水道の創設時こ
そ、組織外部の土木技術者に頼っていたが、この時期、徐々に土木
技術者を迎え、技術者が中核となる専門官僚制を確立していった。

3.1.1　組織の分化
　まず、東京市水道事業の組織変遷をみてみよう。明治22年に市制
が施行されると、旧水道の経営は東京府から東京市に引き継がれ、
東京市会は、改良水道の収入・支出を、一般会計から独立させ、東
京市の特別会計として計理することを決めた（佐藤 1960：66）。
これにより、会計的には一定の独立性が与えられることとなった
が、その当時、市制特例により東京市は独自の執行組織を持たなか
ったことから、独立した組織は未整備のままであった。また、そも
そも改良水道の検討は、内務省の市区改正委員会で行われ、水道改
良に関する工事設計等の諸事務は、東京府（第二課）で取り扱われ
ていた（佐藤 1960：74-75）。明治23年、東京市会本会議で水道改
良費を含む市区改正費が決定されると、翌年の明治24年には、水道
改良事務所が開設され、さらに、明治27年には、この事務所が、東
京府から在来水道に関する事務を引き継いだ。明治31年、市制特例
が廃止され東京市の執行組織が整えられると、水道改良事務所は、
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水道部として、東京市の組織の一部に位置づけられることとなっ
た。とはいえ、この時期の水道事業の組織は、東京市の内部組織の
一つに過ぎず、その後、変遷はあるが、こうした位置づけが変わる
ことはなかった。　
　その後、局制となり、現在に続く組織が確立したのは大正13年
３月のことである。この年、水道課は水道局に衣替えし（40）、庶務
課、工務課、浄水課、拡張工事課、水源林事務所の４課１事務所
が置かれるなど、組織体制は拡充された（佐藤 1960：136）。さら
に、昭和16年には、水道局は７課２事務所に分化していた。

3.1.2 事業創設時の革新者
　こうした草創期の東京市水道事業を支えたのは、東京市水道局外
部でキャリアを積んだ専門家たちであった。
　そもそも改良水道の設計は、当初、「お雇い外国人」の手による
ものであった。改良水道の始原とされるのは、内務省土木寮雇であ
ったオランダ出身の技師、ファン・ドールンによる東京水道改良意
見書（明治７年）、及び東京水道改良設計書（明治８年）であっ
た。改良水道の設計が具体化するのは、それからしばらく経った明
治21年に市区改正委員会が設置された後であったが、その際、中心
となったのは、スコットランド人の技師であるバルトンであった。
彼は、東京帝国大学工科大学にて、衛生工学の教師として初めて衛
生工学を講じる一方で、内務省顧問技師として各地の水道設計に
携わった（近代水道百人選考委員会編 1988：8-9）。内務省の市区
改正委員会が設置されると、長与専斎、古市公威、原口要、山口半
六、永井久一郎、倉田吉嗣とともに上水道設計調査委員となり、そ
の取調主任として、改良水道の調査を委嘱されることとなった（東
京都水道局 1999a：7-8）。
　このほか、横浜水道の設計にあたったイギリス工兵隊中佐・土木

(40) ただしそれ以前にも明治41年3月から明治41年12月まで水道局と称していた。
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技師のパーマー（41）も、渋沢栄一らが設立を出願していた東京水道
会社の依頼により設計案を作成し、また、ベルリン市水道部長の
ヘンリー・ギル（42）や、ベルギー・リエージュ市水道会社技師長の
アドルフ・クロース（43）も、多かれ少なかれ、当初の設計に関わっ
た。
　日本人として本格的に関与したのは、東京帝国大学工科大学でバ
ルトンを継いだ中島鋭治であった。中島は、工科大学助教授として
留学中であった明治23年に、市区改正委員・内務省土木局長であっ
た古市公威から、東京市創設水道工事の担当を委嘱するために帰国
を命ぜられた。帰国後、明治24年３月に、内務技師補あるいは東京
府技師として、すでに決定されていた水道工事設計を詳細に調査の
うえ、浄水工場や給水工場の位置及び導水路の新設を提言し、受け
入れられた（明治24年12月政府認可）。その間、明治24年11月に、
東京市水道改良事務所が置かれると、その技師となり、所長の古市
公威に代わり、実質的な工事責任者として創設工事に取り組むこと
となった。明治29年には東京帝国大学工科大学教授に就任し、同時
に、明治31年から明治39年まで東京市技師長も務めた。彼はまた、
東京帝国大学工科大学教授として、明治42年に内務省市区改正委員
会から委嘱を受けると、第一水道拡張調査を担当し、明治44年に計
画案を市区改正委員会に「東京市水道拡張調査報告」を提出した。
この工事のため、大正２年に水道拡張事務所が開設されると、その
顧問に就いた（中島工学博士記念事業会 1927）。このように、創
設水道事業から、亡くなる大正14年までの間、中島は、東京市水道
事業に深く関わった。そして、彼の薫陶を受けた技師たちが、後の

(41)　彼は、東京水道の設計に先立ち、横浜水道の調査・設計に携わっていた。さ
らに、大阪、神戸の水道も設計するなど、日本各地の水道の設計に関わった（近
代水道百人選考委員会編 1988：4-5）。

(42) 明治22年、古市公威の欧州出張時に意見を求めたところ、これに対して詳細な
報告書が提出された（蓑田 1996：106）。

(43) 明治22年、東京市区改正委員会が水道改良の意見及び設計を依頼した（蓑田　
1996：106）。
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東京市水道局の幹部となっていった。

3.1.3 組織規模の変遷と技師の増加
　次に、表３によって、職員数の変遷をみてみよう。
　市制特例が廃止され東京市水道部となった明治31年から４年後の
明治35年には、410人の職員が働いていたが、そのうち111人が吏員
であり、うち18人が技師であった。資料の制約から、この後、明治
期・大正期の技師数はわからないが、技師、とりわけ水道の技師は
数少なかったと思われる。後に詳しく検討することとなる第二水道
拡張事業の中心人物である小野基樹（第６代水道局長）は、その自
叙伝的エッセー（小野 1973）で、彼が東京市に入庁した明治45年
頃には、東京市には「水道のエンジヂニア」はいなかったと書き残
している。
　確かに、明治42年から実施された第一次水道拡張事業のための調
査（「東京市水道拡張事業調査」）は、東京市水道課の技師たちに
よって行われたわけではない。東京市会はそれを内務省市区改正委
員会に依頼し、創設水道と同様に、市区改正委員会から委嘱を受け
た中島鋭治（帝国大学教授）が中心となって実施した。
　こうした明治時代末期の状況に対して、昭和元年（44）の職員数を
みると、技師数が増加していることが見て取れる。昭和元年には
1,950人が働き、そのうち134人が技師であった。明治35年から昭和
元年の間に、職員総数は約4.8倍となったが、技師数は約7.4倍とそ
れを大きく上回った。事務系の吏員である主事が、93人から219人
へと約2.4倍となったに過ぎなかったのと対照的であろう。職員総
数、技師数とも、その後も増加し、表には含まれていない数値では
あるが、東京都制が成立する昭和18年頃には、職員総数が約2.2倍
の4,329人、技師数は約2.8倍の379人となっていた。このように、明

(44) すでに述べたのように、水道課から水道局に格上げされたのは、その２年前の
大正13年である。
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治時代末期から昭和18年頃までにかけて、職員総数、中でも技師数
は大きく増加した。

3.1.4 幹部人事
　こうした傾向は、水道局の幹部人事にも影響を与えていた。続け
て、戦前に水道局長を経験した６人の経歴を分析してみよう。表４
は、その６人の経歴を一覧した表であるが、その特徴は、少なくと
も次の３点に要約できよう。
　第一に、戦前の水道局長はすべてが技師であった。東京市水道局
が、水道課から格上げされた初年こそ、助役が水道局長の事務取扱
をしてきたが、翌年の大正14年６月には、それ以前に水道課長の職
にあった小川織三が、東京市の初代水道局長に就任することとなっ
た（佐藤 1960：136）。東京都水道局の正史とも言うべき『東京近
代水道百年史』では、彼を初代局長と位置付けている（東京都水道
局 1999c：2）。小川は、旧制第三高校土木科を卒業した土木技術
者であり、東京市水道事業史上、初めての技術系水道課長でもあっ

表 3　東京市水道局の職員数の推移

注：職員数は、各年度 3月 31 日現在（下水課職員を除く）。
出典：東京都水道局（1999c：513）に基づき作成。

年度
吏　　　員 そ　の　他

合　計
事務系（主事） 技術系（技師） 雇員 備員

明治 35 93 （22.7） 18 （4.4） 136 （33.2） 163 （39.8） 410 （100.0）

昭和 1 219 （11.2） 134 （6.9） 314 （16.1） 1,283 （65.4） 1,950 （100.0）
5 216 （12.5） 164 （9.5） 269 （15.6） 1,076 （62.4） 1,725 （100.0）
10 275 （7.6） 234 （6.5） 1,177 （32.7） 1,917 （53.2） 3,603 （100.0）
15 429 （9.6） 320 （7.1） 1,239 （27.6） 2,499 （55.7） 4,487 （100.0）
20 308 （12.3） 317 （12.7） 837 （33.5） 1,039 （41.5） 2,501 （100.0）

倍率（明治 35 年度＝ 1.0）
明治 35 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

昭和 1 2.4 7.4 2.3 7.9 4.8
5 2.3 9.1 2.0 6.6 4.2
10 3.0 13.0 8.7 11.8 8.8
15 4.6 17.8 9.1 15.3 10.9
20 3.3 17.6 6.2 6.4 6.1
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た（近代水道百人選考委員会編 1988：34-35）。彼が、水道課長に
初めて就任した大正４年頃の水道課は、すでに完成していた創設水
道の維持管理にあたり、並行して進められていた第一水道拡張事業
は、水道課とは別に置かれた臨時水道拡張課が担当していた。この
臨時水道拡張課には、その後、２代目水道局長となる原全路や、５
代目水道局長となる小野基樹らの技師が配属されていた。すでにみ
たような東京市水道局での技師数の増加は、その幹部への登用を伴
っていたことがわかる。
　第二に、水道畑ではなく土木関連の他分野でキャリアを積んだ者
が半数を占めた。小川（初代）、原（第２代）、小野（第６代）
は、東京市水道局あるいはその前身組織で主に水道畑を歩んだが、
高橋（第３代）、高木（第４代）、今井（第５代）は、主に土木
局で、河川、道路、下水などの分野でキャリアを積んでいた。とは
いえ、水道課長への就任から約15年間にわたり水道組織の長であっ
た小川に続き、原全路が長期にわたり水道局長の地位にあり、その
後、３代の水道局長の下に、小野基樹が小河内ダム建設の責任者の
地位にあり続けたことを考慮するならば、水道畑でキャリアを積ん

表 4　東京市水道局長の経歴

出典：小野（1973）、近代水道百人選考委員会編（1988）など各種資料に基づき作成。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　小川織三 大正14.6.16～昭和5.4.2 東京市水道課長 第三高等学校工学部
（明治32年）

　原全路 昭和5.4.2～昭和12.10.17
大阪市、広島市、京都市水道
課長、東京市水道拡張事務所、
東京市土木局下水課長

技師 京都帝国大学土木工学科
（明治37年）

　高橋甚也 昭和12.10.17～昭和14.6.20
台湾総督府、東京市土木局
下水道課、東京市土木局技
師長

技師 京都帝国大学土木工学科
（明治45年）

　高木敏雄 昭和14.6.20～昭和17.5.14
福岡市、東京市下水課、東
京市土木局河川課、東京市
下水課長

技師 九州帝国大学工科大学土
木工学科（大正4年）

　今井哲 昭和17.5.14～昭和17.9.3 内務省、横浜市、鳥取県、
山形県、東京市土木局長 技師

東京帝国大学土木工学科
（明治44年）

　小野基樹 昭和17.9.3～昭和18.6.30
京都御所、東京市臨時水道
拡張課、函館市水道局拡張
課長、東京市小河内貯水池
建設事務所長

技師 京都帝国大学土木工学科
（明治43年）

技師

教育（卒業年）職種主要経歴水道局長在任期間氏　名
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だ技師が幹部の地位に就くという人事慣行が生じつつあったと考え
られるだろう。
　第三に、東京市以外での実務経験を有している者が大半であっ
た。原は、大阪市、広島市、京都市で、高橋は、台湾総督府で、高
木は、福岡市で、小野は、京都御所、函館市において、キャリアの
初期に実務経験を積んでいる。当時は、土木技師の数が少なく貴重
であったことから、大規模な施設建設等があれば、技師が異動して
いく時代であった。もっとも、東京市以外での実務経験は、各人の
キャリアの初期に限られ、その後半は、東京市に定着していた。

3.1.5 小野基樹
　こうした特徴を、小河内ダム建設の中心を担った小野基樹の経歴
で確認しておこう。次の経歴からわかるように、小野は、専ら東京
市で水道畑を歩んだ技師の一人であった。
　彼が自ら記した自伝的エッセイ「水到渠成へのみち」（小野　
1973）などによれば、彼は、札幌で生まれた後に、東京府立第三中
学校、第五高等学校を卒業し、京都帝国大学で土木工学を学び、そ
のうちでも水道を進路に選んだ。大学を卒業するとすぐに、東京市
への転職を前提に教授の紹介で入った宮内省にて京都御所防火水道
設計に携わった後に、兵役を経て、明治45年４月に東京市に入庁し
た。その頃、東京市では、創設水道が完成し、また、第一水道拡張
計画が策定されていた。すでに出来上がっていたその第一水道拡張
計画に基づき、詳細設計に携わったことが、小野の東京市でのキャ
リアのスタートであった。第一次世界大戦の影響で、その当時に従
事していた村山貯水池の工事が中断すると、内務省の命により、函
館市の水道拡張工事のため、函館市に移った。函館市では、日本で
初めての鉄筋コンクリート扶壁式ダムである笹流ダムの設計に当
たった。
　その後、東京市に戻り、水道局拡張課長として第二次水道拡張計
画の策定にあたる。昭和11年7月に、小河内貯水池築造のための建
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設事務所が設立されると、その初代所長となり、昭和18年の停年ま
でその職にあった。昭和17年から18年までは水道局長も兼務した。
こうした経歴をみれば、小野が、大学で土木工学の教育を受け、キ
ャリアの初期には東京市以外での実務も経験し、しかし、一貫して
水道畑を歩んだ土木技師であったことがわかるだろう。33歳から、
あくまでも臨時に赴任し、その設計に取り組んだ函館市の笹流ダム
について、晩年といってもよい昭和48年に「当初の責任技術者とし
て心配の余り敢てこの際慎重なる注意を喚起して止まない」と、ダ
ムコンクリートの老朽化を指摘し、「思いきって扶壁、床版ともに
それぞれ二重の暑さに補強するぐらいの決断をなし以てダム崩壊の
災害を未然に防止するべきではないかと思う」と、水道関係誌『み
ずのわ』に書き残した（小野 1973：106）。こうした態度は、組織
人のそれというよりは、技術者のそれと言っても過言はなかろう。
東京市での彼のキャリアは、ちょうど技師数が増加し、土木技師を
中心とした都市専門官僚制が確立していくプロセスと重なり合って
いた。

おわりに

　以上にみたように、創設水道が完成する明治末年頃、東京市で
は、創設水道の建設により良質な水道水を供給できるようになって
いたが、水道需要が急増する中で、明らかに給水能力不足に陥って
いた。そうした急増する水道需要を満たすために、東京市水道局で
は、拡張事業への取組みが続けられたが、昭和15年の大渇水時には
時間給水に踏み切らざるを得ない状況に追い込まれた。
　他方、第二水道拡張計画が構想される昭和初期頃から、施設建設
の計画過程に、組織外部の技師ではなく、東京市職員としてキャリ
アを重ねた土木技術者たちが本格的にかかわるようになっていっ
た。第二水道拡張計画の中心となった原全路と小野基樹が、こうし
た土木技術者の典型であった。彼らが第二水道拡張計画として、当
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時の技術水準では挑戦的な小河内ダムの建設に取り組む頃から、東
京市の水道局は、組織の経験をその内部に蓄積し始めていたといえ
よう。
　小河内貯水池の築造を中心とする第二次水道拡張計画を立案した
中心人物であった小野基樹は、東京市水道局から東京都水道局へと
事業が引き継がれると同時に東京都を退職していた。このとき小河
内ダムは昭和17年に完成という目標であったが、昭和32年になって
ようやく竣工した。事業計画が東京市会によって議決されてから
二十余年後に水を湛え初めた小河内ダムに、その小野が、『水道局
報』に、「まるで夢を見ているような気がする」と感想を寄せたの
も無理はない（小野 1973）。小野は、また、小河内後の水不足対
策が進んでいないことに対して「小河内の実例からすれば、水利問
題で四年もついやしている」と、水源開発が長期にわたらざるを得
ないことに注意を促すことを忘れなかった。
　小河内ダムの事業計画は、そもそも昭和17年の人口を目標として
設計されたものであるため、その後、給水不足に陥ることは当然避
けられないことであった。これに対して、すでに昭和16年ころから
利根川水系の水源開発の計画が始まるが、それが、紆余曲折の末に
実現するのは昭和42年のことであった。小河内貯水池の目標年次で
あった昭和17年から実に25年が経過していた。
　こうした小河内ダム建設の困難さは、土木技術者としての都市専
門官僚の思考習慣や実践のあり方に強い影響を及ぼすこととなり、
逆に、土木技術者としての都市専門官僚制の確立により小河内ダム
建設は推進されることになった。

追記
　本研究は平成25年度札幌大学研究助成制度による研究成果の一部
である。
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